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要旨：地震被害を受けた建物の修復性・修復限界状態を適切に評価するためには，地震による建物の損傷度

合いを把握する必要がある。本論文では，構造躯体及び非構造部材の修復費用を用いて，建物の損傷度合い

を表す指標（損傷量指標）を提案し，構造特性の異なる建物モデルにこれを適用した。その結果，躯体及び

非構造部材の特性による損傷量の違いを定量的に評価し，修復性に優れる建物の設計が可能となることが分

かった。また，損傷量指標と地震動年確率分布によるライフサイクルコストを用いて，修復限界を評価する

手法を提案し，建物の特性や供用年数を考慮した補修・建替の合理的な判断が可能である事を示した。 
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1. はじめに 

建築物が地震被害を被った際，倒壊は免れても，建物

に重大な損傷が生じ，補修による被災前と同等の耐震性

能の確保が技術的には可能でも，建て替えた方が経済的

な観点から合理的となる状況が起こり得る。そういった

状況に際し，復旧方針の適切な判断をするために，また

設計地震動に対する被害程度と復旧の容易性を考慮した

設計を行うためにも，建物の「修復性」，及び「修復限界」

の評価が必要となる。修復性は，定性的には「修復の容

易さ」と捉えられるが，定量的な評価を行うとすれば，

「地震動によって建物に生じる損失の大きさ」とするこ

とが考えられる。この観点から，修復性の評価は，ひび

割れ等の物理的な損傷の大きさ（損傷量）を用いて行う

事が多い。五十嵐ら 1)や筆者ら 2)は，部材の特性と損傷

量との関係を定量的に評価する損傷量評価モデルに基づ

いて躯体の修復費用を算出し，新築費用との比で建物の

地震時に生じる損失の度合いを算出する手法を提案した。

本論文では，躯体に加え，非構造部材を含めた建物の全

要素の新設に要する費用を基準として，建物の損傷の度

合い（以下，損傷量指標 Idm）を算出する手法を提案した

上で，同手法をパラメータの異なる建物モデル群に適用

し，各パラメータが Idm に与える影響を検討する。また

前述の修復性の定義を用いると，修復限界は，「補修する

際の損失が建替を行う際の損失を超過する状態」と定義

できる。本論文では，建物の供用期間内に生じる地震動

を考慮した修復限界評価法を提案し，建物モデルによる

違いや Idm との関係を検証していく。 

 

2. 解析モデルの概要 

はじめに，本論文にて用いる建物モデルについてその

概要を示す。建物モデルの概要を図－1，表－1 に示す。 

曲げ部材で構成される 4 層 4 スパンの純ラーメンフレ

ームについて，崩壊メカニズム形成時にヒンジが生じ変

形が進む層（以下，崩壊層），及びベースシア係数 CB
3)

をパラメータとした計 10 モデルを設定した。各部材は曲

げバネ及びせん断バネによって置換し，各バネの復元力

特性にはトリリニア型 3)を用いた。ヒンジを生じさせな

い部材では，強度・剛性を十分大きく設定した。部材断

面及び強度は，CBの増加に伴い大きくなるよう設定した。

しかし，これによって降伏変形が変化すると，Idm の算出

結果も変化してしまい，設定したパラメータが Idm に与

える影響を正しく評価できない。そこで本論文では，各

部材の降伏変形 Ryはモデル間で等しく（Ry=1/200）した。

後述する３章,４章にて提案する損傷量指標 Idm 及び修復

限界評価法をこれら建物モデルに適用し，建物の構造特

性と Idm，修復限界状態との関係について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 損傷量指標 Idm の算出 

3.1 概要 

損傷量指標 Idm算出の流れを図－2 に示す。Idm は，構
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モデル 1-03 2-03 3-03 4-03 1-04 1-05 1-06 4-04 4-05 4-06

崩壊層 1 1-2 1-3 1-4 1 1-4 

CB 0.3 0.4 0.5 0.6 0.4 0.5 0.6

表－1 建物モデルの概要（設定パラメータ）

図－1 建物モデル概要（1-3 層崩壊，単位：mm）
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造躯体の損傷量に加えて，恒川らの研究 4)を参考に非構

造部材の損傷量を考慮し，式(1)によって算出する。   

   Iୢ୫ ൌ αS · Iୢ୫S  αR · Iୢ୫R  αA · Iୢ୫A  
ここで，SIdm，RIdm，AIdm は，それぞれ躯体，変位依存

型非構造部材，加速度依存型非構造部材の損傷量指標で

あり，骨組の PushOver 解析を行った際の各ステップにお

ける層や部材の変形及び応力から算出される。建物全体

の損傷量指標 Idmは，これらを各々の再調達価格割合αS，

αR，αAによって重みづけ平均することによって算出する。

Idm は，非構造部材を含めた建物の全要素を新設するのに

要する費用に対する修復費用の比で，地震時に生じる損

傷の度合いを表しており，同一の大きさの地震動に対す

る Idm が小さいほど，修復性に優れていると言える。以

下に各項の具体的な算出手順を示していく。 

3.2 構造躯体損傷量指標 sIdm の算出 

構造躯体損傷量指標 SIdm は式(2)によって算出する 2)。 

   Iୢ୫S ൌ C୲୧ C୲⁄ ൌ ∑C୩୧ ∑C୩⁄  
ここで，Cti：i ステップにおける全部材の修復費用の

和，Ct：全部材の新設部材への交換に要する費用（再調

達価格），Cki： k 番目の部材の i ステップにおける修復

費用，Ck：k 番目の部材の新設部材への交換に要する費

用である。各部材の各ステップにおける修復費用Ckiは，

損傷量評価モデル 2)によって残留ひび割れ幅・長さ，コ

ンクリート剥落面積といった各損傷を求め，対応する修

復費用単価を掛けることで求める。また部材の新設時費

用 Ckは，体積に比例すると仮定し，式(3)で算出する。 

   C୩ ൌ C  C · ሺV୩ߢ V⁄ െ 1ሻ 
ここで，C0：基準部材 2)の新設時費用で，C0=246（万円），

V0：基準部材の体積で，V0=0.8×0.8×4.0=2.56（m3），Vk：

k 番目の部材の体積，κ：比例係数である。文献 5)では，

建物の耐力（CB）と建設コストとの関係について検討を

行っている。本論文ではこれを部材の体積と新設時費用

との関係に置き換え，比例係数 κ=1/3 とした。 

3.3 非構造部材の損傷量指標 RIdm，AIdm の算出 

非構造部材を，非構造壁・建具などのように変形によ

って損傷が生じる部材（以下，変形型部材）と，天井材・

設備機器などのように加速度によって損傷が生じる部材

（以下，加速度型部材）に分類して，それぞれの損傷量

指標 RIdm，AIdmを求めることとした。RIdm，AIdmは，PushOver

解析による各ステップにおける各層の変形及び応力を用

いて，小破や中破といった非構造部材の被災度が発生す

る確率を求め，これに各被災度における損失率を掛け，

損失の期待値として，式(4)によって算出する。 ܫௗோ ൌ 1݊ ோ݂൫ ܴ, ݇൯݃ሺ݉ሻ

ୀଵ , ௗܫ ൌ 1݊ ݂൫ܣ, ݇൯݃ሺ݉ሻ


ୀଵ  

ここで，n：層数，Rj,Aj：j 層の層間変形角及び応答加

速度，m：各被災度，fR(Rj,m)，fA(Aj,m)：各層の各被災 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
度の発生確率，g(m)：各被災度における損失率である。

損失率は新設時の費用に対する修復費用の比で，表－2

に示す値を仮定した。また非構造部材の応答値（応答変

形 Rj または応答加速度 Aj）と各被災度の発生確率との関

係（被害率関数）については，既往の研究 6),7)を参考に

しつつ，比較的耐震性が低く脆性的な場合（タイプ W）

と耐震性が高く被害が生じにくい場合（タイプ S）の 2

種類設定し，それらの組み合わせによって表－3 の 4 ケ

ースを設定した。被害率関数の形状に関しては，文献 6)

を参考に，表－2 に示す数値を平均値とした対数正規分

布（変動係数 0.45）とした（図－3）。また非構造部材の

新設時費用に関して，文献 8)では，工事の統計データに

基づき，部材のグレードに応じて新設時費用を算出する 

(1) 

バネの変形，各応答値

躯体損傷量 損傷確率 fR,fA 

躯体修復費用 Cti 損失期待値 

躯体損傷量指標 SIdm 非構造部材損傷量指標 RIdm,AIdm

建物損傷量指標 Idm

損傷量評価モデル 

修復費用単価 

躯体新設時費用 Ct 

被害率 g 

集計 

再調達価格割合 α 

被害率関数 

図－2 損傷量指標 Idm算出のフロー
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図－3 被害率関数（変形型部材，左：W，右：S） 

表－2 被害率関数と損失率の設定 

被災度

変形型部材 加速度型部材 

損失率 
層間変形角 層の加速度 

rad. gal 
W S W S 

小破 1/300 1/100 200 600 0.1 
中破 1/150 1/50 400 1200 0.3 
大破 1/75 1/25 600 1800 1.0 

(2) 

case
変形型

部材 

加速度

型部材

W-W W W 
W-S W S 
S-W S W 
S-S S S 

表－3 解析ケース 

図－4 新設時費用の設定 

y = 0.5146ln(x) + 0.8922
R² = 0.9167
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手法を示している。一方で文献 7)では，部材のグレード

に応じてその部材の性能，即ち被害率関数の平均値を設

定している。これらの関係をプロットすると図－4（外

壁について算出，図中■）のようになり，対数関数的な

傾向があったことから，本論文では対数関数による近似

曲線を用いて，各タイプにおける非構造部材の新設時費

用を算出することとした（図中○，△）。 

3.4 損傷量指標 Idm の算出結果 

２章で述べた建物モデルについて本評価手法を適用

し，損傷量指標 Idm を算出した。各モデルの Idm と入力地 
震動／基準地震動との関係を図－5，図－6 に，安全限界

時の Idm の内訳を図－7 に示す。紙面の都合上，モデル

4-04，4-05，4-06 を除く 7 モデルの算出結果を示してい

る。再調達価格割合に関しては，CB=0.3，非構造部材に

中グレードを用いた場合（図－4 中，横軸が 1.0 の場合） 

に，αS＝0.4，αR＝αA＝0.3 とし，部材断面及び非構造部

材のケースに応じて，式(3)，図－4 の関係を用いて補正

した。図－5，図－6 の横軸は，1 質点系の耐力曲線と告 

示の応答スペクトルを用いて求めた各変位時点の地震動

の大きさを，基準地震動の大きさで基準化しており，安

全限界（図中の□，層間変形角＝1/50rad.）での横軸の数

値は，建築学会の耐震性能評価指針 8)による保有耐震性

能指標に相当する。各パラメータの違いが Idm に与える

影響を以下で検討していく。 

(1) 崩壊型の異なる 4 モデル（1-03，2-03，3-03，4-03） 

図－5 から，1 層崩壊，1-2 層崩壊，1-3 層崩壊，全体

崩壊とメカニズム時に崩壊する層の数（以下，崩壊層数）

が増加するのに伴い，安全限界時の入力地震動の大きさ

が増加しており，建物の安全性が向上している事が見て

取れる。一方で，caseW-W，caseW-S においては，崩壊 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
層数の増加に伴い，同一の入力地震動に対する損傷量指

標 Idm が増加，即ち修復性が悪化している。これは，図

－7 から分かるように，変形型部材に脆性的なタイプ W

を用いた場合，崩壊層数の少ないモデルでは特定の層に

変形が集中し，その層の被害が頭打ちになるため，変形

型部材の損傷量指標 RIdm が大きくならないのに対し，崩

壊層数が多いモデルでは広範囲に大破に至る程の大きな

被害が生じ，RIdm が大きくなるためである。一方，変形

型部材に性能の高いタイプ S を用いた caseS-W，caseS-S

では，特定の層に変形が集中しても被害が頭打ちになら

ず，崩壊層数が増加し被害の範囲が大きくなっても，被

害は軽微であり RIdm はあまり増加しないため，モデル間

の Idm の差が他の 2 ケースに比べ小さくなっている。 

(2) ベースシア係数CBの異なる4モデル（1-03，1-04，

1-05，1-06） 

図－6 から，(1)と同様，崩壊メカニズム時のベースシ

ア係数 CB が増加するのに伴い，安全性の向上が見られ

る。また，caseW-S，caseS-S では，CBの増加に伴い，同

一の入力地震動に対する Idm が減少，即ち修復性が向上

している。これは，図－7 から分かるように，加速度型

部材にタイプ S を用いた場合，CB即ち応答加速度が増加

しても加速度型部材に大きな被害が生じないため，AIdm

の差が大きくならない事に加え，CBの増加に伴い同一の

地震動に対する応答変位が小さくなることで，SIdm，RIdm

が小さくなるからである。一方，加速度型部材に脆性的

なタイプ W を用いた caseW-W，caseS-W においては，

CB の増加に伴い加速度型部材に大きな被害が生じ，AIdm

が大きくなるため，他の 2 ケースと比較して，修復性の

向上の度合いが小さくなる，あるいは悪化している。本 

論文で割愛した 4-03，4-04，4-05，4-06 の結果について 
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図－5 地震動大きさ－Idm 関係（崩壊型の異なる 4 モデル） 

図－6 地震動大きさ－Idm 関係（CBの異なる 4 モデル） 
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も，同様の傾向が見られた。 

以上の事から，崩壊層数を増加させる靱性型の設計に

よって建物の安全性を確保する場合，変形型部材の性能

が重要になり，ベースシア係数 CB を増加させる耐力型

の設計を行う場合には，加速度型部材の性能が重要にな

る，といったように，非構造部材の性能が Idm に与える

影響は建物の構造特性によって異なり，その被害率曲線

や損失率の評価が修復性評価において重要であると言え

る。これに対し本手法を用いることで，躯体や非構造部

材が損傷量に与える影響を定量的に評価し，設計地震動

に対して Idm を小さくする，即ち修復性に優れる建物の

設計が可能であると考えられる。 
 

4. 修復限界評価手法の構築 

4.1 概要 

本論文における修復限界状態を，「補修する場合の損

失が建替えを行う際の損失を超過する状態」と定義し，

補修と建替えそれぞれの供用期間内に生じる損失（ライ

フサイクルコスト：LCC）の大小によって修復限界評価

を行う。なお後述するが，ここでの LCC は，修復限界評

価を目的としており，一般的な LCC とは性質が異なる事

に留意されたい。以下で評価手順を具体的に説明する。 

4.2 評価手順 

(1) LCC の算出 

３章で算出した Idm と入力地震動／基準地震動の関係

を，修復費用 C(w)と地震動大きさ w の関係に置き換え

る。一方で，地震動大きさ w の年確率分布を設定し，各

地震動大きさの発生確率 P(w)を求め，1 年間の損失期待

値 Lyを式(5)で算出する。 

   L୷ ൌ  Cሺwሻ ڄ Pሺwሻdw 
地震動大きさの年確率分布に関しては様々な設定が 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考えられるが，本論文では文献 9)を参考に，地震記録を

図－8 のように線形近似し，G-R モデル 9)によってマグ

ニチュード m の確率分布を求め，式(6)のアテニュエーシ

ョン式を用いて地動加速度 y の確率分布を算出する。 

   y ൌ 15݁ଵ.ସ ·  ଵ.ିݎ

r は震源からの距離であり，r=100km とした。地震記

録には宮城県沖地震のものを用い，マグニチュード 5.5

以上の地震を対象とした。地震動年確率分布の算出結果

を図－9 に示す。 

 Lyに新設時費用L0と経年劣化による割増係数 γを考慮

して，経過年数 t に対する LCC を式(7)で算出する。 
   LCC ൌ L  γ · L୷ · t 

文部科学省が日本建築学会に委託した被災学校施設

の被災度判定及び復旧方針の判定では，経年による減価

償却の考え方を取り入れ，地震時の経過年数に応じて式

(8)の係数 βで低減した建物の新築費用と修復費用を比較

し，式(9)を満たす場合には建替としている 10)。 

   β ൌ 1 െ 0.7 ൈ経過年数 60⁄  0.3 

   修復費用 新築費用ൈ ሺ1 െ αS  αSβሻ 

右辺のሺ1 െ αS  αSβሻは，躯体の価値のみをβによって

低減している事を意味する。ここで，式(9)は式(10)の様

に変形できる。 

   修復費用/ሺ1 െ αS  αSβሻ 新築費用 
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図－7 損傷量指標 Idmの内訳（安全限界時） 
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式(10)の左辺は，地震時の修復費用を見かけ上割り増

している事を意味する。本論文では，将来のある時点に

対して式(10)の両辺を比較する事を考え，式(11)で定める

割増係数 γを，将来の修復費用に乗じる事とした。 

   γ ൌ 1/ሺ1 െ αS  αSߚሻ 
以上から，式(7)の LCC は実際の損失というよりは，

修復限界評価を行うための見かけ上の損失を表している

と言える。なお実際の建築物では，補修によって被災前

の力学性能が完全には復旧されず，その後の地震による

被害の進行が起こりうるが，本論文ではこれを考慮せず，

補修により被災前の力学性能が回復されると仮定した。 

(2) 修復限界状態の決定 

修復限界決定手法の概念を図－10 に示す。地震により

被災した年を 0 年とし，残りの供用年数に対して式(7)を

適用し，補修を行う場合と建替を行う場合の LCC を算出

する。式(7)に関して，補修を行う場合は新設時費用 L0

に地震時の修復費用を用いる。建替を行う場合は L0に新

設費用を用い，地震時の経過年数は 0 年に戻ることとす

る。建替の場合，保有耐力（CB）や非構造部材の性能の

向上など複数の案を検討し，定められた残り供用年数に

対して，LCC が最小となる案を用いる。こうして算出し

た残り供用年数に対する双方の LCC の大小で，補修・建

替の決定を行う。この時，図－10 に示すように，曲線は

下に凸の形状となる。これは，年数が大きい程，修復費

用が大きい事に加え，γ による見かけ上の損失の割増も

なされるためであり，地震発生時に築年数を有する補修

の場合は，特にその傾向が大きい。また，双方の LCC が

ちょうど等しい場合，その建物は修復限界に達したと言

うことができ，その際の修復費用が修復限界時費用，あ

るいは修復限界時 Idm となる。即ち，対象建物のある地

震動に対する Idm が修復限界時 Idm より大きければ，対象

建物はその地震動によって修復限界を超過する事となる。 

4.3 評価結果 

２章，３章で示した解析ケースのうち，4-03 及び 1-03

について，caseW-W を既存建物として，修復限界時 Idm

の算出を行う。建替の案として，CBを増加させたケース

（CB=0.3，0.4，0.5，0.6）と，非構造部材の性能を向上

させたケース（W-W，W-S，S-W，S-S）の組み合わせを

用い，崩壊型は既存建物から変化させないこととした。 

(1) LCC 算出結果 

３章の結果を用いて，各ケースの LCC を算出した。

4-03，1-03 を既存建物とした場合を想定した各ケースに

ついて，地震発生後の供用年数と LCC の関係をそれぞれ

図－11，図－12 に示す。図－11 から，非構造部材の性

能が向上するにつれ，新設時費用 L0（図中の横軸＝0 年

時の費用）は大きくなるものの，その後の損失は小さく

なり，曲線の傾きが小さくなっている事が分かる。また，  

  

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例えば CB，即ち応答加速度の小さい 4-03 では，変形型

部材にタイプ S を用いた場合に LCC が小さくなるのに

対し，CB の大きい 4-06 では，加速度型部材にタイプ S

を用いた場合に LCC が小さくなるといったように，３章

で述べた傾向が表れている。一方 1 層崩壊を想定した図

－12 では，崩壊層数が小さく変形による損傷が生じない

ため，加速度型部材にタイプ S を用いた方が，LCC が全

体的に小さくなる傾向にある。 

(2) 修復限界時 Idm の算出結果 

各モデルの残り供用年数と修復限界時 Idm の関係を図

－13 に示す。地震発生時の経過年数は，30 年を仮定し

た。残り供用年数が大きい，即ち長く使用する場合ほど， 
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修復限界時 Idm が小さくなっている。また，比較的損傷

が生じにくい 1-03 の方が，4-03 に比べ修復限界時 Idm が

大きい，即ち修復限界に至りづらい事が分かる。以上の

ように，本手法によって，建物の修復性の違いや残り供

用年数を考慮した合理的な修復限界状態の設定が可能に

なると考えられる。しかしながら，修復限界時 Idm の値

は図－5，図－6 と比較するとかなり大きく，地震動ある

いは残り供用年数が非常に大きくない限り，修復限界に

至らない結果となっている。これに関しては，補修によ

る力学性能の低下や，建物形状や崩壊型の変化も含めた

建替案の検討等，今後発展的な評価を行っていくことで

より妥当な結果が得られることが考えられる。 

 

5. まとめ 

建物に生じる損傷量を定量的に評価する損傷量指標

Idm を提案し，これと地震動年確率分布を用いて LCC を

算出することで，修復限界状態を評価する手法を提案し，

建物モデルの評価を行った結果，以下の知見を得た。 

(1) Idmを用いることで，建物の構造特性や非構造部材の 

性能と損傷量との関係を考慮し，修復性に優れる建物の 

設計が可能である。 

(2) 修復限界時 Idm を用いることで，建物の特性や供用 

年数を考慮し，補修・建替の合理的な判断が可能である。 
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図－11 供用年数－LCC 関係（1-4 層崩壊）

図－12 供用年数－LCC 関係（1 層崩壊） 

図－13 残り供用年数－修復限界時 Idm 関係 
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